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橿原市第４次総合計画　後期基本計画

現状 課題

目指す姿

健康 ・ 医療7.7.

市民が自発的に健康づくりに取組んでいます。

l健やかで心豊かに生活できる持続可能な社

会の実現のために、 市民一人ひとりの取組

みが必要となりますが、 日常的に健康づく

りに関心を寄せている市民の割合が伸び悩

んでいます。

l健康づくりに関心のない方への啓発、 正しい

知識や対処法のさらなる普及啓発が必要です。

l市民が安心して生活を送るために、 夜間や

休日の急病に対応できるよう休日夜間応急

診療所を毎日開所しています。 また、 中南

和地域における小児深夜救急医療の拠点的

な役割を担っています。 医師の働き方改革

や医師不足の影響により、 運営に苦慮して

います。

l医療従事者等の働き方改革や不足等により、

現在の開所時間や小児深夜診療体制を維持で

きない恐れも危惧されており、 関係機関との

連携が必要です。

l高齢化の進行や医療の高度化などにより、

医療費が増加しています。

l誰もが安心して医療を受けることができる体

制を確保するため、 公的医療保険制度※の適

切な運営が求められます。

健康教室の様子
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成果を測る指標

関連する
SDGs

取組みの方向性 方向性の説明 取組み例

関連する個別計画

★ 健康づくりに関心のない
    方への積極的な勧奨

地域の健康づくり活動への支援や感

染症予防に向けた正しい知識や対処

法の普及啓発を行います。

l健康についての学習機会の提供

l各種検診 ( 健診 ) の受診勧奨

l食育の推進

l地域の健康づくり活動の支援

lこころの健康に関する普及啓発

l予防接種の推進

l感染症予防に関する普及啓発

医療体制の維持に向けた
関係機関との連携

従事スタッフの確保等について関係

機関と連携して、 現在の医療体制を

確保します。

l休日夜間応急診療所の安定的

な運営

l小児救急医療体制の確保

l二次救急病院群輪番体制の安

定した継続

l関係機関との連携

公的医療保険制度の
適切な運営

公的医療保険制度に関する周知を行

い、 健康寿命の延伸につながるよう

生活習慣病※の予防対策を講じます。

また、 良好な健康状態や生活習慣へ

の気づきを促し、 疾病の早期発見 ・

早期治療に向けた啓発を行います。

l健康診査の受診勧奨

l公的医療保険制度の適切な

運営

健康かしはら 21 計画

橿原市食育推進計画

橿原市国民健康保険第 4 期特定健康診査等

実施計画

橿原市国民健康保険第 2 期データヘルス計画

橿原市自殺対策計画

健康づくりに取組んでいる市民の割合

実績値 :31.8%
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橿原市第４次総合計画　後期基本計画

現状 課題

目指す姿

地域福祉8.8.

市民が主体となって地域や社会のなかで支えあい、 健やかに安心して

心豊かに暮らせるよう、 地域や社会が支えあえる環境が整っています。

l地域が抱える課題は、 複合化 ・ 複雑化して

います。 また、 少子高齢化や核家族化の進

行により、 高齢者の地域とのつながりが希

薄化しています。 一方で、 多発する自然災

害を受け、 災害の備えが重要となっている

なか、 災害時に支援や介助が必要な人が増

加傾向にあります。

l同じ地域にどのような人が住んでいるのかわ

かっていない、 高齢者等の支援が必要な人が

いても実態把握ができない課題があります。 ま

た、 避難行動要支援者制度の充実を図り、 地

域の自助 ・ 共助の力を高めることが必要です。

l不安定な雇用や物価高騰の影響により経済

的な困窮状態に陥る人が増えています。

l生活保護に至る前の第 2 のセーフティネット

として、 生活困窮者に対する包括的かつ早期

に相談窓口につなぎ、 支援を実施することが

必要です。

l新型コロナウイルス感染症の流行により実施

されていた各種給付事業の終了等のさまざ

まな影響により、 低下していた保護率が増

加に転じています。

l生活困窮に陥った世帯の実情に応じて、 適正

な保護の実施及び実効性のある自立支援が必

要です。
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成果を測る指標

関連する
SDGs

取組みの方向性 方向性の説明 取組み例

関連する個別計画

包括的な支援体制の整備 民生委員や児童委員等の地域で活動

する団体等を支援するとともに、 地

域活動への市民参加を促進し、 地域

が抱える複雑な課題に対して、 各担

当機関と連携し、 解決を図ります。

また、 災害に備え、 避難行動要支援

者名簿※の整備と配布先の拡充を図

ります。

l関係機関と連携した課題解決

l民生委員 ・ 児童委員活動を

はじめとする各種活動への

支援

l避難行動要支援者名簿の充実

重層的支援体制※の整備 複雑で複合的な課題を抱える相談者

に対して包括的な相談を実施すると

ともに、 各関係機関と連携して課題

解決を行います。

l相談窓口の啓発

l関係機関との連携 ・ 情報共有

l家計改善支援の実施

生活保障 ・ 自立支援 生活に困窮する世帯の実情に応じ

て、 最低限度の生活の保障と自立の

促進を図ります。

l生活保護業務の適正な執行、

就労支援等による自立支援

橿原市地域福祉推進計画

地域や社会に支えあえる環境があると感じる市民の割合

実績値 :17.4%
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橿原市第４次総合計画　後期基本計画

現状 課題

目指す姿

高齢福祉9.9.

住み慣れた地域で高齢者が生きがいをもって健やかに暮らしています。

l介護が必要となったとしても、 その人の生
き方や尊厳を大切にし、 住み慣れた地域で、
自分らしい最期を迎えたいと希望している
高齢者は少なくありません。

l高齢者本人や家族の希望に応じて、 住み慣れ
た地域で暮らすことができる体制の充実が求
められます。

l高齢単身世帯は増加傾向にあり、 地域交流
や家族関係の希薄化と相まって、 孤立して
しまう人が増加しています。

l高齢単身世帯の増加は、 認知症や孤独死につ
ながる恐れがあるため、 見守り活動を中心と
した地域支援ネットワーク※と相談支援体制を
充実させるとともに、 生きがいをもって生活
できるよう、 本人の社会参加を促す必要があ
ります。 また、 生活機能が低下する前から高
齢期にかけてフレイル※予防を心掛け、 自立支
援に向けた介護予防 ・ 重度化防止に取組み、
心身の健康維持を図ることが必要です。

l人口が減少するなかで、 65 歳以上の高齢
者人口の増加に伴い、 要介護認定者数は増
加しています。 一方で、 元気に高齢期を過
ごしている人も増加しています。

l団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる 2040
年に向けて、 これまで以上に介護ニーズの上
昇が見込まれています。 介護サービスを提供
する事業者の動向等を踏まえながら、 中長期
的な視点を含めた介護サービスの提供基盤の
整備が必要となります。

l高齢化が進むなかで、 認知症高齢者数も増
え、 服薬や金銭の管理等が困難となってい
ます。 また、 適切な医療につながっておら
ず徘徊する高齢者も増え続けています。 身
寄りがない認知症高齢者の増加に伴い、 成
年後見制度※の活用が増加しています。

l認知症の早期発見 ・ 早期治療、 また認知症を
有していても安心して暮らせるよう、 見守り
体制の構築のためにも、 認知症への正しい理
解を深めていくことが必要です。

加齢

健康寿命

心
身
の
機
能

健康 フレイル 要介護状態

フレイルの概念図
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成果を測る指標

関連する
SDGs

取組みの方向性 方向性の説明 取組み例

関連する個別計画

地域包括ケアシステム※

を支えるネットワーク
づくり

地域共生社会の実現を目指し、 地域
住民や多様な主体と市が協働して、
地域生活におけるさまざまな課題へ
の相談支援体制を整備します。

l地域包括支援センター及び
「かしはら街の介護相談室」
の機能強化
l地域資源の把握 ・ 連携

高齢者の社会参加の
促進及び介護予防の促進

高齢者の社会参加の促進に努め、
地域住民が関わりを持つ機会を増や
します。 さらに、 地域での支えあい・
助け合いの仕組みづくりを推進しま
す。 また、 介護予防支援の充実や介
護予防 ・ 日常生活支援総合事業の
適正利用の推進により、 高齢者の自
立を目指します。

l地域介護予防活動支援
l老人クラブへの支援
l一般介護予防支援事業の教

室の開催
l介護予防 ・ 日常生活支援総

合事業の適正給付

介護サービスの充実強化 介護保険事業計画に基づき、 介護
サービスの基盤整備を計画的に行う
ほか、 適切な介護認定、 給付を維
持します。 また、 介護サービスの質
の確保 ・ 向上のため、 介護保険事
業者への指導・助言などを行います。

l介護保険事業計画に基づく
介護サービスの基盤整備
l介護保険事業者への指導 ・

助言

認知症への正しい理解の
推進

認知症の早期発見 ・ 早期治療を支
援し、 認知症についての正しい理解
の普及啓発に努めます。 また、 高齢
者の尊厳を守り、 その人らしく地域
で安心して生活できるよう、 権利擁
護を推進します。

lオレンジカフェ※の実施
l認知症サポーター養成講座

のアンケートによる事業充実
l認知症初期集中支援※の実施
l認知症への理解の推進や成

年後見制度の啓発活動

橿原市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画

市内の高齢者は活動できる場所が多いと感じる市民の割合

実績値 :24.6%
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橿原市第４次総合計画　後期基本計画

現状 課題

目指す姿

障がい福祉10.10.

障がいのある人もない人も、 誰もがお互いに尊重し支えあいながら、

いきいきと暮らしています。

l障がいのある人ない人を分け隔てることの

ない社会の実現のためには、 一人ひとりが

障がいの特性と障がいのある人に対する正

しい理解と認識を持つことが重要です。 ま

た、 「橿原市手話言語条例」 ※を制定し、 手

話の理解と広がりをもって地域で支え合い、

手話を使って安心して暮らすことができる社

会を目指しています。

l障害者差別解消法の改正により民間事業者

も合理的配慮の提供義務が課せられています

が、「合理的配慮」 ※や 「橿原市手話言語条例」

の認知度には課題があり、 障がいの特性や障

がいのある人への理解を促進していくことが

必要です。

l障がいのある人が自ら望む形で地域生活を

営むことができるよう、 福祉サービスの利

用支援や、 就労を希望する人に対して就労

に結びつけるための連携などを関係機関と

行っています。

l安心した生活が営めるよう環境整備やサービ

スの質の確保 ・ 向上、 相談体制の充実に努め

る必要があります。

l家族など介護者の高齢化や 「親亡き後」 問

題※への不安などからくる、 介護疲れや心労

が問題となっています。

l障害福祉サービスについて、 制度の難解さや

利用環境面で、 利用に抵抗を感じる方が一定

数いることが伺えます。 当事者やご家族の生

活を支えるために、 情報提供をはじめとした

利用しやすい環境づくりを一層進めていく必

要があります。

障害者作品展 「はあーと +++」 の様子
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成果を測る指標

関連する
SDGs

取組みの方向性 方向性の説明 取組み例

関連する個別計画

障がいの特性や障がいの
ある人への理解 ・ 手話言
語の啓発の推進

「障がい」 についての考え方や手話

言語を普及させるため、 市民をはじ

め職員等への啓発を行います。また、

広報活動等を通じて啓発を行うとと

もに、 障がいの特性や障がいのある

人への理解を深めます。

l障がい者作品展の開催

l手話言語国際デーでのライト

アップ

l手話体験教室の実施

障がいのある人のニーズ
に応じた福祉サービスの
提供

安心して生活が営めるよう、 障がい

のある人のニーズを把握し、 環境整

備やサービスの質の確保 ・ 向上、 相

談体制の充実に努めます。

l障がいのある人の社会参加

の促進

l関係機関との情報共有 ・ 連携

l障がいのある人が地域で活

動しやすい環境づくり

総合的な相談支援体制の
構築

サービスについては、 継続して電話

や窓口来庁者へ丁寧に説明し、 制度

改正等が生じた場合は周知を図りま

す。また、障がい者等の要望及びサー

ビス供給体制の問題点の把握を行

い、課題解決への方策を検討します。

l医療費の助成

l関係機関との情報共有 ・ 連携

橿原市障がい者福祉基本計画

橿原市障がい福祉計画

橿原市障がい児福祉計画

橿原市発達障がい児 ( 者 ) 支援推進プログラム

障がいのある人が日常生活を送るための環境が整っていると感じる市民の割合

実績値 :8.6%
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橿原市第４次総合計画　後期基本計画

現状 課題

目指す姿

市民協働11.11.

市民が自らの意思と責任のもと地域の活動に参加しています。

l人口減少 ・ 少子高齢化や市民の価値観の多

様化に伴って、 個人と地域のつながりが薄く

なってきています。 一方で地域や社会へ貢

献したいという人は多く、 ボランティア活動

等に積極的に関わる人々も増加しています。

l地域や社会へ貢献したいという人を活かすこ

とができる協働体制の充実が求められます。

l自治会を含む地域コミュニティは、 住みよい

地域をつくっていくための最も身近な住民

組織であり、 その活動は防災 ・ 防犯 ・ 福祉 ・

環境 ・ 教育など多岐の分野にまたがり、 地

域の問題を地域で解決するための重要な役

割を果たしています。

l構成員の高齢化や役員の固定化 ・ 負担増加な

ど、 地域コミュニティの継続的な活動が難しく

なっており、 活動の活性化及び組織力に対す

る支援が求められます。

市民活動交流広場の様子
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成果を測る指標

関連する
SDGs

取組みの方向性 方向性の説明 取組み例

関連する個別計画

★ 市民同士の交流や
    活動の充実

市民活動団体等の取組みの支援を

行います。 また、 情報を広く発信

し、 市民と行政または市民同士の交

流や活動機会の提供に努めます。 さ

らに、 市民活動交流広場の利用に限

らず地域で主体的な団体や若手団体

など、 事業補助金や講座等を通じて

支援の促進に努めます。

l市民活動交流広場での各種

取組み

l各種団体の取組みへの積極

的な支援

l結婚したいと思う人の応援 ・

サポートの環境づくり

自治活動へのサポート 加入促進への支援を行うとともに、

活動や役割、 必要性への理解を深

めるための取組みを進めます。

l加入促進への支援

l担い手育成への支援

l広報活動への支援

橿原市市民協働指針

地域の活動に積極的に参加していると感じる市民の割合

実績値 :14.9%
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橿原市第４次総合計画　後期基本計画

現状 課題

目指す姿

人権12.12.

すべての人の人権が尊重される権利擁護の仕組みが整い、 市民の誰

もが差別のない社会を築く意識を持っています。

l私たちの周りの身近なところには、 部落差

別や外国人 ・ LGBTQ+ などに対する偏見、

インターネット上の人権侵害などのさまざま

な人権問題が存在し、 その内容は多様化し

ています。 子どもを取り巻く環境も大きく変

化しています。

lインターネット上の人権侵害については法務省

だけでなく、 法令に基づき巨大情報プラット

フォーム事業者にも積極的に削除要請等を行

う必要があります。 お互いの人権を尊重し多

様性を認め合う社会の確立に向け、 市民一人

ひとりが人権問題に対する正しい知識を身に

つけ、 人権意識の高揚を継続的に図っていく

ことが求められます。 また、 人権に関わる相

談は複雑 ・ 多様化しており、 さまざまな人権

相談に迅速かつ総合的に対応することが必要

です。

l女性の社会進出が進むなかでも、 奈良県に

おける女性の就業率は全国最下位となって

おり、 社会や日常生活では性別役割分担意

識は根強く残っているものと考えられます。

l性別にかかわらず、 あらゆる分野の活動に参

画し個性と能力を十分に発揮できる男女共同

参画社会※実現に向け、 意識づくり ・ 社会環

境づくりが求められます。 具体的には、 女性

の就業率が低いことから、 働きやすい職場環

境の整備が必要です。 また、 性別による人権

被害の防止も求められます。

日本女性会議　橿原大会の様子



Ⅱ みんなが健やかに、 支え合って暮らせるまち
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成果を測る指標

関連する
SDGs

取組みの方向性 方向性の説明 取組み例

関連する個別計画

様々な主体と協働した
人権啓発活動の推進

地域団体や市民等と協働して人権啓

発 ・ 広報活動を実施し、 住民交流の

拠点としてコミュニティセンター等を

活用し、 利用者の向上に努めること

で、 地域の交流を深めます。 また、

関係機関と連携して、 相談体制の充

実を図ります。 さらに、 保育施設や

教育機関において人権教育を推進す

るとともに、 人権問題について考え

る機会をつくり、人権意識を高めます。

l地域団体や市民等と協働し

た人権啓発 ・ 広報活動

l関係機関と連携した人権相

談体制の整備

lコミュニティセンターを活用

した地域交流

l「おおくぼと畝傍山周辺のま

ちづくりの歴史」 の発信

l多文化共生への理解の促進

l保育施設や教育機関におけ

る人権教育の推進

l地域における人権研修の推進

様々な場での啓発活動
の推進

職場 ・ 学校 ・ 地域 ・ 家庭における男

女共同参画を進めるため、 啓発活動

に取組みます。 また、 暴力根絶の意

識づくりと DV ※についての正しい理

解を普及していくための啓発活動や

相談窓口の周知に取組みます。

l女性就労支援

l女性リーダー養成講座の実施

lDV に関する情報発信、 イベ

ント ・ 講座の開催

lジェンダー共生に向けたワー

クショップの開催

橿原市人権施策に関する基本計画

橿原市男女共同参画行動計画

橿原市配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護等のための施策の実施に関する基本計画

橿原市就学前人権保育 ・ 教育指針

橿原市人権教育の推進についての基本方針

橿原市 「在日外国人 ( 主として韓国・朝鮮人 )

教育に関する指導指針」

橿原市教育大綱

身近なところで人権問題が発生していると感じる市民の割合

実績値 :12.4%




